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人口増加期・高度経済成長期におけて，都市計画分野では人口増加に合わせた「成長論」を中心に議論

が進められてきた．しかし2007年には人口減少が始まったとされており，今後は人口減少期に合わせてそ

の地域の持続性を高めていく「退化論」についてその概念を広く普及させていく必要がある．そこで本研

究では縮退に着目した地域類型を作成したうえで，地域類型の一部を対象にトリップを用いて「退化」の

性能を試算した．その結果，人口や都市サービス施設が経年的に減少している地域であっても，自地域の

みで日常生活を送ることができる可能性や，地域間での移動が盛んになり不足している機能を他地域と補

完することのできる可能性を，経年的に高めている地域が存在すること，などが明らかとなった． 
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1. 序論 

人口増加期・高度経済成長期などの右肩上がりの時代，

都市計画分野の議題の中心は「成長論」であり，都市に

人・物を集積させることに計画が集中していた．しかし，

2007年に我が国は人口減少期に突入したといわれており
1)，今後世界でも経験したことのないような高齢化が待

ち受けていることが懸念されている．そのような状況の

中，都市計画分野においては2007年には集約型都市構造

を国が方針として提示し，2014年には立地適正化計画が

制度として新規に導入されることになった．これらの制

度を活用していくことで，今後重点的に整備される可能

性の高い地区において人・物を維持・集積させていくこ

とが今後も求められている．また，国全体の枠組みとし

て国土形成計画も発表されており，人・物の維持・集約

に関する法や枠組みが整理されつつある．それと同時に，

これからの人口減少期では，一部地域では計画的に人・

物を縮退させる，という観点がより重要性を増してくる

と考えられる．実際に，社会資本整備審議会2)の中では

「スポンジ化」という用語を用いて，都市内からランダ

ムに空き家・空き地が発生している実態やその対応につ

いての議論を進めている． 

ただし実際に都市の縮退を議論していく中で，人口増

加期における「成長論」という今までと同じ概念をもっ

て一部地域では計画的に人・物を縮退させる，というこ

れまでの流れとは異なる枠組みに対して適切な判断を下

すことは難しいことであると予想される．これは実際に

計画を立てる立場の者だけの問題ではなく，合意形成の

対象となる居住者から見た場合においても，人口減少期

に合わせた新たな計画が施設撤退のような一見地域の衰

退を求めている計画であるかのように誤解される可能性

が高い．これは人口増加期において，都市計画に関して

は「成長論」という基盤が広く認知されていたことに対

して，人口減少期における基盤概念が確立されてこなか

ったことが一つの理由であると考えられる． 

しかし，人口減少期の都市計画を進める上で，生物学

的思考に基づく「退化」という現象を都市にも当てはめ

た，新たな概念が近年整理された 3)．今後の人口減少期

において「退化」という観点から，たとえば，今まで備

わっていた都市機能の一部をあえて消失させることで都

市全体として持続性を高めることのできる可能性などを

検討していく必要があると考えられる．今後「退化論」

を議論していくためには，そもそもこれまでの都市構造

において，長期的な観点から人口や都市機能，人々の活

動がどのような変遷を経たのかという基本的な実態とそ

の傾向や要因を把握する必要があると考えられる． 
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2. 本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究のレビュー 

まず，人口減少期における都市計画の中で議論されて

いる「縮退」について既存研究をレビューする．日本の

都市計画の分野において，「縮退」や「撤退」が着目さ

れ始めたのは2000年代前半頃からである．単一の大型店

に限った撤退については井上・中山4)が施設撤退による

買物行動の変化という観点から撤退の影響を明らかにし

ている．その後小玉ら5)により，郊外からの撤退という

都市レベルでの撤退について初めて言及されている．上

記研究5)は第27回計画学研究発表（春大会）の「郊外か

ら撤退（逆都市化と都市再生）」というセッションの中

で発表されたものであり，この頃より「縮退」がキーワ

ードとして注目されていることが分かる．なお上記セッ

ションでは越間ら6)や土井ら7)により，郊外開発から中心

市街地の整備へと転換することの影響についても言及さ

れている．その後，氏原ら8)によって都市撤退（リバー

ス・スプロール）の実態が詳細に分析されている．また，

多様な指標を用いて都市縮退の影響を評価すると同時に，

その対策について検討されるようになった．例えば，加

地ら9)10)はアクセシビリティ指標やQOL指標を用いた市

街地拡大抑制政策について検討している．また谷口ら11)

により都市撤退そのものの程度を計測する指標の検討が

行われている． 

その後，「縮退」という用語が都市計画分野の中でも

一般的に使われるようになる．そもそも「縮退」という

用語そのものは，「対象エリアに居住者や都市サービス

施設が『集積』することの対義語として用いられる場合
12)」，「対象エリア内の居住者や都市サービス施設や住

宅などの建築物，交通などのサービス等が撤退すること
13)」，「対象エリア内における空き地・空き家が増加す

ること14)」，などと定義されることが多い． 

2010年代でも縮退の実態や縮退に際する政策に関する

示唆について多くの研究で言及されている．たとえば，

猪八重ら15)は土地利用に着目し，市域レベルでの都市

化・都市撤退の実態を明らかにしている．福王寺ら16)は

都市計画区域レベルでの市街地の縮小について実態とそ

の対策について検討を行っている．また，原・浅野17)は

人口集中地区（以下，「DID」とする）に着目し，実際

にDIDが縮小した区域における特徴を明らかにしている．

さらに氏原ら18)はよりミクロな地域単位の空き家等に着

目し，縮退の実態を明らかにしている．以上のように，

縮退を検討する際の分析対象の範囲としては，都道府県

や市区町村全域というマクロな単位間の居住者等の移動

を対象としたものから，都市計画区域（市街化区域・市

街化調整区域等も含む）やDID，特定郊外住宅地などを

対象としたものまで，幅広い規模で研究が行われている．

また，費用の観点から都市の縮退について言及する研究

も多くみられるようになった．例えば，佐藤・森本19)は

都市コンパクト化による維持管理費削減効果について分

析を行っている．小瀬木ら20)や杉浦ら21)はインフラ維持

管理費という観点から都市・施設縮退の重要性を定量的

に分析している．更に，清水・佐藤22)や和田・大野23)は

費用便益分析により，集約・縮退の評価を試みている．

ただし，谷口ら24)や安立ら25)によってコンパクトシティ

形成過程における都市サービス撤退の影響等により居住

者が日常生活を送ることが困難となる「都市構造リス

ク」について言及されている．上記を換言すると，縮退

を検討する上ではそのプロセスに着目することが重要で

ある，ということである． 

なお国外の既存研究を見ると，早い時期から縮退に関

する課題に取り組まれている．例えばフランスにおいて

は1970年代，ドイツにおいては1980年代26)からurban shrink

やsmart shrinkとして用語が頻出するようになる．ヨーロ

ッパの縮退の議論においては，減築のように実際にハー

ド面の縮小を検討する事例，制度によって都市規模を縮

小させる事例が多く議論されてきた．一方アメリカにお

いては1993年頃27)より実際に施設が撤退した地域を対象

に事例の紹介が行われるようになった．その事例の多く

は現状の都市規模や生活水準を維持しながら，機能を集

約させることで都市全体を縮退させる，という概念の基

進められている．なお欧米諸国において，現在も自治体

ごとに実施した政策と縮退の関係性についてまとめられ

ており，それぞれの取り組みの効果や課題等が報告され

ている28)-34)．また，人口予測や都市サービス施設撤退等

のシナリオを設定した定量的な分析もみられる35)36)． 

以上のように，多様な規模・多様な対象物において，

施設が「撤退」した事例や，「縮退」が実際に発生した

地域の実態やその要因等について検討されている．しか

し，その多くの分析において，一時点・瞬間的な人口や

施設分布などにより今後の都市構造を議論している．先

述の通り，今後の都市構造を検討する上で都市構造変容

のプロセスそのもの，あるいはプロセスを経た現状の都

市構造を把握する必要がある．そのため，都市構造の観

点から「退化」を議論する際にも，長期的な都市構造の

変遷を踏まえる必要があると考えられる（短期間での直

接的な個別の闘いに強いものが必ずしも進化論的には生

き残るとは限らないことは既に指摘されており37)，都市

での「退化」を議論する上でも長期的な観点からその持

続性を検討する必要がある）． 

 

(2) 本研究の目的 

以上を踏まえ本研究では，人口減少期において都市計

画を検討する上で，人・物の縮退等を含めた周辺環境に

あわせて持続可能な形態に自らの機能を改善する「退
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化」という概念を今後検討するにあたり，最も基本的と

なる人口や都市サービス施設などの経年的な変遷につい

て把握する．その上で，上記経年変化によって実際に地

域が持続可能な形態や構造に変化したのか，その性能の

一部を定量的に試算する．以上により，今後の都市計画

分野における「よりよい退化」について検討する際の 1

つの知見を得ることを本研究の目的とする． 

 

(3) 本稿の構成 

まず3.において，本研究で使用するデータ概要につい

ての詳細説明や，「退化」「退化性能」について定義を

説明する．その上で，本研究で検討する「退化性能」に

ついても説明する．上記を踏まえ，4.では対象地におけ

る経年的な人口や都市サービス施設分布の変遷を把握し，

人口や都市サービス施設以外にもトリップ等の増減量や

タイミングを踏まえた類型化地域を作成する．5.では，

前章までで特徴的だった地域を抽出し，本研究で検討す

る「退化性能」について実際に検証する．以上を踏まえ

6.で本稿で得られた成果と今後の課題についてまとめる． 

 

(4) 本研究の特長 

本研究の特長を以下にあげる． 

1) これまでの「成長論」だけでは対応することので

きない人口減少期における都市計画において，一

般的に否定的な事例としてとらえられる都市機能

の一部消失や回帰について，都市の持続可能性と

いう観点からはむしろ自身の機能を高めている可

能性のある「退化」という観点から，その性能の

一部算出を試みている，新規性のある研究である． 

2) 今後の縮退を議論する上でベースとなる「どこ

で」「どの程度」人口・都市サービス施設・トリ

ップが増減したのかという実態を経年的に把握し

た有用性がある．また，「どのタイミングで」

「どのように」人口・都市サービス施設・トリッ

プが増減したのかというプロセスに着目すること

で，縮退の詳細な原因を検討することのできる発

展性のある研究である． 

3) 小地域スケール・500mメッシュのほかにピンポイ

ントでの都市サービス施設配置データなど多種に

わたる汎用性の高いデータを適宜用い，3時点で人

口や都市サービス施設，トリップ等の各種データ

を整理するという膨大な作業を通じて精度の高い

分析を実施している信頼性の高い研究である． 

 

 

3. 分析概要 

 

(1) 分析対象 

人口や都市サービス施設の撤退が居住者に与える影響

を検討するにあたり，居住者は自身の周辺地域だけでは

なく，より広域な地域の影響を受けている可能性が高い．

そこで本研究では一定規模を有する地域を類型化し，そ

の地域類型ごとの特徴を把握することで，縮退や退化に

それぞれの要素がどの程度影響を与えているのか，その

大枠を把握する．なお，地域を類型化するにあたり，広

域における計画単位、また地域としてのまとまりのある

交通計画の単位となる東京PT調査における計画基本ゾ

ーンを活用する．本研究では上記ゾーンを「日常生活を

営む上でその基本的な活動を送ることができる環境が整

っている地域」とみなし，以下“生活圏”と呼称する．

上記範囲において，日常生活を送る上で必要不可欠な機

能として買い物や医療・福祉，公共は，関連施設が必ず

1つ以上存在していることを確認している．つまり，そ

の質や個人の嗜好にこだわらなければ，居住者は自身が

居住している生活圏（以下，「自生活圏」とする）で日

常生活を十分に送ることのできる，ということである． 

ただし日常生活において，自生活圏を超えてサービス

を享受している者も数多く存在することが予想される．

そこで単一の生活圏では享受（満足）することのできな

いサービスを補完することのできる範囲を“補完圏”と

定義し，本研究では補完圏内に存在する生活圏を類型化

し，その分布の把握を行う．なお，補完圏の最大圏域は

強い引力を持つ都市の影響が及ぶと考えられる範囲とす

る．本研究では東京PT圏を補完圏とし，東京PT圏内の

生活圏を類型化することで，経年的な都市構造の変遷傾

向を把握する． 

 

(2)  使用データ概要 

a) 人口に関するデータ 

経年的な人口分布の変化を把握するために，国土交通

省国土政策局国土情報課や総務省統計局がインターネッ

ト上で公開している国勢調査の結果を用いる．なお分析

では，一般に公開されているデータの中で最もミクロな

レベルである500mメッシュごとの人口データを活用し

ている．なお高齢者に関するデータについては，500m

メッシュでの人口データが一般には公開されていない．

そのため，汎用性の高いデータの中で最もミクロな小地

域レベルでのデータを用いて算出している． 

b) 都市サービス施設に関するデータ 

経年的な都市サービス施設立地の変化を把握するため

に，本研究では，経済センサス・基礎調査と事業所・企

業統計調査のデータを500m単位で把握している．なお，

本研究での都市サービス施設とは，経済センサス等の中

から農林水産を除く13の種別に関する施設と定義する．

なお，ピンポイントで都市サービス施設の立地や業種を

把握する必要がある場合においては，電子電話帳のデー
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タを活用している． 

c) トリップデータ 

3. (1)でも記載した通り，日常生活を営む上でその基

本的な活動を送ることができる環境が整っている自生活

圏で，個人がどの程度実際に活動を行っているのか，あ

るいは他生活圏に移動しサービスを享受しているか，そ

の実態を把握する必要がある．そのため本研究では補完

圏の移動実態を把握することができるデータとして，東

京PT調査のトリップデータを活用する．具体的には自

生活圏で活動を行っている可能性を“トリップの発着が

自生活圏のトリップ（以下、「内々トリップ」）”を用

いて把握する．また，自生活圏から他生活圏に移動した

うえで他生活圏のサービスを享受している可能性を“発

地が自生活圏で着地が他生活圏のトリップ（以下，「発

生トリップ」）”，他生活圏に居住している者が自生活

圏内のサービスを享受している可能性を“発地が他生活

圏で着地が自生活圏のトリップ（以下，「集中トリッ

プ」）”から把握し，以下の分析に用いる．なお，対象

年次は東京PT圏調査の実施年次に合わせ，経年的に把

握可能でその調査範囲に変更がない1988年以降の10年間

隔で3地点のデータを活用する．なお，人口・都市サー

ビス施設に関しても上記東京PT調査にあわせた年次で

そのデータの収集を行っている． 

 

(3)  用語定義 

a) 縮退 

本研究において，既存研究を踏まえ以下3つのいずれ

かの条件を満たした生活圏を“縮退生活圏”，それ以外

の生活圏を“非縮退生活圏”と定義し，分析を行う． 

1) 対象年次内においてDID・市街化区域面積の減少を

経験した地域を含む生活圏 

2) 対象年次において，人口・都市サービス施設がと

もに減少したことを経験した生活圏 

3) 2010年時点における人口・都市サービス施設密度

がDID，市街化区域，市街化調整区域の順序で低く

なる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年的人

口・都市サービス施設が経年的に減少を経験した

生活圏 

なお，一般的に縮退の一部とされている空き家に関す

るデータは，類型化を行う際の説明変数の1つとして活

用している．なお，空き家については先述した分析対象

年次における住宅・土地統計調査の市区町村別のデータ

を用いている． 

b) 退化・退化性能 

本研究においては，「人口減少期において，周辺環境

の変動に合わせて，各主体が今まで備えていた機能・行

動・形態や構造を持続可能なものに変化させること」を

「退化」と定義する．ここでの“変化”とは，自然発生

的な影響のものから計画や事業手法の導入による効果に

よるものまで，幅広い要素を含んでいることに注意する

必要がある．なお，生物学的には「退化」は周辺環境に

あわせて持続可能な形態に自らの機能を改善する「進

化」の一形態であり38)，それは衰退とは全く異なる概念

である．これは都市における退化においても同様の概念

であると考えられる． 

上記「退化」の定義をふまえ，「退化によって，実際

に各主体が持続可能な機能・行動・形態や構造に自身を

変化させる能力・特性の大きさ」のことを本研究におけ

る「退化性能」と定義する．なお，上記定義内にある

“能力・特性”とは，具体的には下記のような項目に該

当するもののことを指す． 

1) 該当主体自身のみでも，今後持続的に活動できる

ように自らの機能・行動・形態や構造を変化させ

る能力・特性のこと． 

2) 該当主体自身だけでは不足している機能等につい

て，他主体と不足している機能等を補完し合うこ

とができるようにその機能・行動・形態や構造を

それぞれの主体で変化させる能力・特性のこと．  

なお，上記1)2)における“主体”とは，居住者個人や

サービスそのもののような単一でミクロな単位から，都

市のように複数の集合体を含んだマクロな単位のものま

で多種多様である．また時間軸に関しても，これまでの

実態に着目するものから，今後起こりうる退化に着目す

るものまで，検討すべき期間は非常に幅広い．そのため，

今後「退化性能」を議論する上では，対象とする主体・

事象・期間ごとに，その性能を検討し，その知見を蓄積

していくことが必要であると考えられる． 

 

(4)  本研究における退化性能  

本研究においては周辺環境の変化として，都市構造の

最も基本な要素である人口や都市サービス施設分布等に

着目し，上記項目が経年的にどのように変化してきたの

か，その変化がどの程度であったのか，について分析す

る．その上で，「人口や都市サービス施設という周辺環

境の変動に合わせて，居住者が自身の移動をどのように

変化させてきたのか」という観点から「退化性能」の一

部を検討する． 3.(4)b)の「退化性能」の定義をふまえ，

本研究においては以下の条件で「退化性能」の一部試算

を行う．  

1) 「日常生活を営む上でその基本的な活動を送るこ

とができる環境が整っている地域」と設定した自

生活圏のみで居住者が実際に行動を完結できるよ

うに行動を変化させてきたか確認を行う．具体的

には，“目的別一人当たり内々トリップ数が経年

的に増加した”ことを，“基本的な日常生活を営

む範囲内で今後も実際に居住者が持続的に生活す
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ることのできる可能性を高めることができるよう

に生活圏が変化した”ものとみなし，その経年的

変化率の大小がそのまま退化性能の高低につなが

るものとする．ただし，上記検討するにあたり，

縮退の影響により仕方なく内々トリップを増加さ

せている個人も存在する可能性などが考えられる．

そのため，一概に内々トリップが増加することが

退化性能の向上につながるわけではない，という

点には十分留意する必要がある． 

2) 複数の生活圏間において，自生活圏では不足して

いる機能等を他生活圏と補完し合あうことができ

るように自身を変化させてきたか確認を行う．具

体的には，実態としてある生活圏の発生トリップ

が増加し，それに伴いその周辺生活圏の集中トリ

ップが増加することは，自生活圏で足りない機能

やサービス等を他生活圏で補完している可能性が

高い，という条件のもと分析を行う．ただし，本

分析で用いているデータからは補完が目的で生活

圏間を移動しているか，その詳細を把握すること

はできない．そのため，あくまで生活圏間を居住

者が行き来しているという実態に関するデータに

のみ着目しており，一人当たりトリップ数が多い

生活圏間の方が補完目的での移動も多い可能性が

高い，という仮定をおいている．上記条件・仮定

をふまえ，複数生活圏を対象とした場合において，

下記2つの観点から退化性能を検討する．  

A) 自生活圏における経年的ないずれかの目的別

一人当たり発生トリップ数が増加しており，

他生活圏ではその目的別一人当たり集中トリ

ップ数が増加している． 

B) 他生活圏における経年的ないずれかの目的別

一人当たり発生トリップ数が増加しており，

自生活圏ではその目的別一人当たり集中トリ

ップ数が増加している． 

なお本研究においては，上記A)B)で対象とした目

的の一人当たり集中トリップ数の経年変化率に乖

離が少ない（他生活圏一人当たり集中トリップ数

増加率/自生活圏一人当たり集中トリップ数増加率

≒1.0）生活圏間の退化性能が高いものとする．こ

れは，他生活圏の一人当たり集中トリップ数の増

加率が著しく大きい場合，自生活圏が特定の目的

においては他生活圏に依存している可能性が考え

られ，関連する施設等が撤退することにより自生

活圏内で特定目的に関する活動を行うことが困難

になる可能性が高くなる点を考慮したものである． 

 

 

4. 縮退を考慮した生活圏の類型化 

 

(1) 主成分分析結果 

生活圏を類型化するにあたり，経年的な都市構造の変

遷に影響のある要因を明らかにすると同時に，多様な説

明変数を集約することを目的に，まず主成分分析を行っ

た．なお人口減少期においては，そもそもその生活圏の

人口増減程度によって生活圏の特徴や用いる説明変数の

影響程度が大きく異なる可能性が予想される．そのため，

本研究においてはそれぞれの生活圏を3.(3)a)で定義した

“縮退生活圏”と“非縮退生活圏”に分類し，それぞれ

の生活圏ごとに主成分分析を行っている．これにより，

今後人口減少が進行していく中で，生活圏の縮退に大き

く寄与した変数とその程度を明確にすることができ，今

後実際に縮退していく可能性がある生活圏にとっての参

考情報になりうると考えられる． 

主成分分析の結果，固有値が1を超過した主成分が，

“縮退生活圏”では7つ，“非縮退生活圏”では8つ抽出

され，いずれの生活圏を対象とした分析においても累積

寄与率が9割を超える説明力が得られた．表-1に各主成

分軸の名称とその結果，および使用した説明変数とその

出典を示す．なお，各主成分得点は平均0，分散1に標準

化してある．  

以下，分析の結果から考えられる生活圏全体の傾向に

ついて記載する． 

1) 縮退・非縮退，いずれの生活圏の主成分分析にお

いても，第3主成分軸までで7割以上の累積寄与率

となっている．そのいずれの主成分軸においても，

現在の人口や都市サービス施設数以外に，トリッ

プに関する説明変数が大きく寄与している傾向に

ある．そのため，本研究で退化や退化性能を議論

する上で，人口・都市サービス施設はもちろん，

トリップに関する変数やその実態を十分に考慮す

る必要がある． 

2) 縮退・非縮退，いずれの第1主成分軸においても人

口や都市サービス施設の影響が大きい．また，生

活圏全体としての内々・発生・集中トリップいず

れも活発である傾向にある．ただし，一人当たり

トリップ数に着目すると，“縮退生活圏”のみ第1

軸の要素として大きな影響を示していることが分

かる．人口や都市サービス施設が撤退したからと

言って、必ずしも一人当たりのトリップ数が減少

するとは限らない可能性がある．ただし，都市サ

ービス施設が経年的に減少したことにより，移動

することを余儀なくされた者も存在する点につい

ては十分留意する必要がある． 

 

(2) 類型化結果 
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対象とした東京PT圏内の生活圏において，各種主成

分得点を用い，クラスター分析によって類型化を行った．

その結果を，“縮退生活圏”“非縮退生活圏”それぞれ

について表-2・表-3に示す．縮退生活圏・非縮退生活圏

それぞれにおいて，本研究での退化性能の考え方に基づ

き，自生活圏内のみでも持続的に日常生活を送ることの

できる可能性を経年的に高めている生活圏を含むクラス

ター（経年的に一人当たり内々トリップ数の平均値が増

加傾向にあるクラスター）について，その実態を以下に

記載する． 

1) 表-2において，経年的に一人当たり内々トリップ

数の平均値が増加し続けているクラスターは「Ⅰ

個人活発自地域活発縮退型」「Ⅲ活発縮退型」

「Ⅴ地域活発郊外型」の3類型化であった．そのう

ち最も増加率の平均値が高いのは「Ⅲ活発縮退

型」であり，1988-2008年での増加率の平均は約1.20，

2008年時点での一人当たり内々トリップ数の平均

値は約1.34となっている． 

表-1 主成分分析結果 

A-1. A-2. A-3. A-4. A-5. A-6. A-7. B-1. B-2. B-3. B-4. B-5. B-6. B-7. B-8.

地域活動
活発軸

個人活動
活発軸

郊外軸
地方
業務軸

施設減少
自動車軸

他地域
依存軸

私用
活発軸

中心
活発軸

他地域
活用軸

自地域
完結軸

非自動車
軸

経年
減少軸

施設増加
徒歩軸

少疎軸
他地域
業務軸

2008年 0.516 -0.639 0.525 -0.112 -0.028 0.098 -0.025 0.716 -0.346 0.526 0.207 -0.105 -0.035 -0.067 0.034

1998年 0.477 -0.643 0.558 -0.085 0.017 0.088 0.036 0.697 -0.356 0.558 0.158 -0.054 0.001 -0.085 0.013

1988年 0.491 -0.645 0.550 -0.067 -0.016 0.067 0.024 0.697 -0.345 0.539 0.166 -0.009 0.023 -0.126 0.020

2008年 0.372 -0.581 0.563 0.277 0.158 0.051 -0.077 0.828 -0.213 0.405 0.003 0.061 -0.056 0.066 -0.139

1998年 0.331 -0.579 0.592 0.298 0.200 -0.003 -0.036 0.826 -0.149 0.308 0.032 0.298 0.080 0.138 0.045

1988年 0.355 -0.565 0.551 0.259 0.191 -0.075 -0.065 0.620 -0.329 0.604 -0.192 -0.051 -0.137 -0.098 -0.010

2008年 0.259 0.191 -0.075 -0.065 -0.030 -0.281 0.543 0.128 0.074 0.690 -0.301 0.450 0.356 0.051 -0.010

1998年 0.386 0.170 -0.057 -0.109 0.002 -0.075 0.178 0.048 0.006 0.657 -0.247 0.360 0.377 0.256 0.144

1988年 0.498 0.162 -0.197 -0.101 -0.037 -0.051 0.152 0.061 -0.179 0.790 0.238 -0.435 -0.163 -0.174 -0.072

2008年 0.507 0.190 -0.148 -0.156 0.767 0.010 0.077 0.899 0.059 -0.118 -0.250 -0.014 0.096 -0.185 0.009

1998年 0.890 -0.293 -0.168 0.099 -0.041 -0.087 -0.038 0.914 0.047 -0.107 -0.229 -0.069 0.007 -0.155 0.024

1988年 0.257 -0.012 -0.004 -0.692 0.575 -0.316 -0.052 0.016 0.154 -0.319 0.579 0.480 -0.449 -0.257 -0.116

公共交通 0.723 0.130 -0.239 -0.493 -0.185 -0.029 -0.099 0.395 0.318 -0.507 0.576 -0.016 -0.010 -0.102 -0.021

自動車 -0.660 0.147 0.001 0.577 0.335 0.114 0.109 -0.405 -0.091 0.293 -0.733 0.064 -0.243 0.179 -0.069

徒歩・自転車 0.246 -0.480 0.344 -0.399 -0.403 -0.147 -0.059 0.245 -0.261 0.113 0.578 -0.143 0.494 -0.175 0.158

0.245 -0.189 -0.028 0.498 0.162 -0.197 -0.101 0.208 -0.051 0.152 -0.427 0.098 -0.121 -0.062 -0.050 国土数値情報

2008年 0.291 0.808 0.416 -0.018 -0.053 -0.030 0.055 -0.038 0.877 0.426 0.074 -0.066 0.004 -0.091 0.008

1998年 0.382 0.847 0.366 0.011 -0.012 0.002 -0.008 0.073 0.943 0.212 0.001 -0.018 0.034 0.020 -0.094

1988年 0.267 0.790 0.384 -0.047 -0.022 -0.037 0.025 -0.066 0.864 0.430 0.099 -0.015 -0.028 -0.059 0.068

1998-2008年 0.504 -0.256 0.001 -0.241 -0.334 0.117 -0.433 0.451 -0.075 -0.005 0.444 -0.416 -0.273 0.102 0.168

1988-1998年 -0.343 0.200 -0.025 -0.258 0.520 0.297 0.178 0.237 -0.194 0.316 0.002 -0.312 -0.142 0.239 -0.040

1998-2008年 0.430 -0.139 -0.065 0.131 -0.322 -0.655 0.298 0.145 0.104 -0.117 -0.225 0.397 0.670 -0.268 -0.106

1988-1998年 -0.166 -0.019 -0.014 0.712 -0.587 0.311 0.048 0.025 -0.151 0.313 -0.587 -0.482 0.448 0.249 0.116

2008年 0.794 -0.450 0.231 0.137 0.049 0.086 0.053 0.827 -0.215 0.394 -0.062 -0.094 -0.075 -0.006 -0.098

1998年 0.719 -0.518 0.337 0.156 0.075 0.003 0.123 0.828 -0.213 0.405 0.003 0.061 -0.056 0.066 -0.139

1988年 0.775 -0.466 0.241 0.118 0.041 -0.079 0.096 0.826 -0.149 0.308 0.032 0.298 0.080 0.138 0.045

2008年 0.372 -0.581 0.563 0.277 0.158 0.051 -0.077 0.620 -0.329 0.604 -0.192 -0.051 -0.137 -0.098 -0.010

1998年 0.331 -0.579 0.592 0.298 0.200 -0.003 -0.036 0.644 -0.306 0.585 -0.176 0.114 -0.121 -0.010 -0.051

1988年 0.355 -0.565 0.551 0.259 0.191 -0.075 -0.065 0.634 -0.281 0.543 -0.146 0.269 -0.025 0.052 0.088

2008年 0.834 -0.129 -0.103 0.386 0.170 -0.057 -0.109 0.764 -0.075 0.178 -0.454 0.009 -0.126 -0.171 -0.014

1998年 0.745 -0.189 -0.028 0.498 0.162 -0.197 -0.101 0.808 -0.051 0.152 -0.427 0.098 -0.121 -0.062 -0.050

1988年 0.742 -0.074 -0.011 0.507 0.190 -0.148 -0.156 0.767 0.010 0.077 -0.471 0.228 -0.003 -0.042 0.012

2008年 0.944 -0.049 -0.161 -0.130 -0.003 0.156 0.045 0.908 0.025 -0.158 0.181 -0.194 0.020 0.004 0.042

1998年 0.921 -0.154 -0.089 -0.183 0.021 0.127 0.159 0.881 -0.030 -0.025 0.279 0.026 -0.004 0.080 -0.038

1988年 0.935 -0.015 -0.175 -0.120 -0.014 0.079 0.068 0.846 0.103 -0.205 0.214 0.170 0.131 0.111 0.104

2008年 0.511 -0.613 0.485 -0.247 -0.087 0.134 -0.009 0.693 -0.319 0.434 0.387 -0.141 0.020 -0.049 0.052

1998年 0.451 -0.611 0.535 -0.241 0.018 0.128 0.074 0.690 -0.301 0.450 0.356 0.051 -0.010 0.035 -0.009

1988年 0.494 -0.582 0.460 -0.250 -0.070 0.048 0.006 0.657 -0.247 0.360 0.377 0.256 0.144 0.108 0.158

2008年 0.893 0.193 -0.305 -0.001 0.038 0.061 -0.179 0.790 0.238 -0.435 -0.163 -0.174 -0.072 -0.115 0.172

1998年 0.935 0.133 -0.253 -0.004 0.035 0.022 -0.136 0.867 0.220 -0.357 -0.107 -0.039 -0.032 -0.068 0.089

1988年 0.916 0.202 -0.246 0.026 0.022 -0.018 -0.138 0.798 0.297 -0.441 -0.158 0.046 0.036 -0.043 0.134

2008年 0.863 -0.023 -0.300 -0.012 -0.027 0.093 0.292 0.783 0.120 -0.243 0.110 -0.143 0.027 0.220 -0.316

1998年 0.823 -0.055 -0.284 -0.013 -0.022 0.062 0.408 0.774 0.086 -0.177 0.154 0.046 0.033 0.273 -0.416

1988年 0.826 0.004 -0.312 -0.011 -0.040 0.036 0.391 0.753 0.184 -0.298 0.107 0.179 0.168 0.297 -0.283

2008年 0.667 0.096 -0.561 -0.122 -0.038 0.172 0.082 0.290 0.178 -0.454 0.443 -0.211 0.058 0.237 -0.007

1998年 0.864 0.203 -0.429 0.042 0.058 0.071 -0.052 0.782 0.293 -0.475 -0.156 -0.084 -0.090 0.001 0.047

1988年 0.858 0.222 -0.410 0.063 0.074 0.039 -0.078 0.757 0.334 -0.496 -0.158 0.005 -0.002 0.021 0.087

2008年 0.838 0.298 -0.362 0.063 0.081 0.085 -0.157 0.710 0.281 -0.481 -0.271 -0.169 -0.141 -0.095 0.147

1998年 0.902 0.217 -0.336 0.030 0.044 0.020 -0.083 0.808 0.278 -0.446 -0.180 -0.050 -0.055 -0.043 0.041

1988年 0.891 0.261 -0.310 0.058 0.043 -0.009 -0.096 0.758 0.331 -0.489 -0.200 0.024 0.016 -0.028 0.088

2008年 0.344 0.841 0.415 0.006 -0.025 0.000 0.018 0.098 0.918 0.330 -0.062 -0.044 0.037 0.004 -0.096

1998年 0.368 0.827 0.395 0.036 -0.003 0.001 0.006 0.232 0.688 0.037 -0.140 0.095 0.048 0.207 -0.191

1988年 0.366 0.830 0.388 0.029 0.000 0.002 -0.001 -0.006 0.213 0.023 0.012 0.461 -0.060 0.496 0.555

2008年 0.313 0.829 0.434 -0.014 -0.046 -0.016 0.046 -0.047 0.866 0.437 0.082 -0.070 -0.003 -0.095 0.016

1998年 0.363 0.834 0.397 0.005 -0.015 0.010 0.003 0.001 0.930 0.353 0.057 -0.043 0.005 -0.031 -0.032

1988年 0.367 0.832 0.391 0.007 -0.011 0.014 -0.004 -0.005 0.924 0.350 0.057 0.051 -0.002 0.068 0.093

2008年 0.313 0.829 0.434 -0.014 -0.046 -0.016 0.046 -0.047 0.867 0.437 0.082 -0.070 -0.003 -0.094 0.016

1998年 0.363 0.834 0.397 0.005 -0.015 0.010 0.003 0.002 0.930 0.353 0.057 -0.043 0.005 -0.031 -0.033

1988年 0.367 0.832 0.391 0.007 -0.011 0.014 -0.004 -0.005 0.924 0.351 0.057 0.050 -0.002 0.067 0.091

21.489 13.282 6.552 3.136 1.730 1.053 1.004 19.441 10.767 7.075 4.187 1.758 1.460 1.159 1.023

41.326 25.542 12.599 6.030 3.327 2.026 1.931 37.387 20.706 13.606 8.053 3.381 2.807 2.229 1.968

41.326 66.867 79.467 85.497 88.824 90.850 92.781 37.387 58.093 71.698 79.751 83.132 85.939 88.168 90.136

注1.　絶対値が0.5以上で網掛太字、絶対値が0.3～0.5で網掛、うち負の値を下線で示す
注2.　因子抽出法：主成分分析｜回転法はKaiserの正規化に伴うパリマックス法を用いている
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通学
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経
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化
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性
（

ト
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ッ

プ
特
性
）
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業務

発生
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私用

密
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施設数
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住宅・土地
統計調査

主成分軸

説明変数
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表-2 縮退生活圏類型化結果 

A-1. A-2. A-3. A-4. A-5. A-6. A-7.

地域活動
活発軸

個人活動
活発軸

郊外軸
地方
業務軸

施設減少
自動車軸

他地域
依存軸

私用
活発軸

Ⅰ 個人活発
業務型

-0.839 0.316 -0.228 0.581 0.069 0.162 0.186 58

Ⅱ 自地域活
動縮退型

-0.038 0.087 -0.408 -0.907 -0.169 -0.947 -0.470 26

Ⅲ 活発
縮退型

1.496 0.312 -0.188 0.146 -0.371 -0.773 0.428 24

Ⅳ 非活発
縮退型

-0.028 -0.101 -0.079 -0.725 -0.743 0.435 -0.273 10

Ⅴ 地域活発
郊外型

0.296 -0.589 0.729 0.200 0.491 1.045 -0.380 18

Ⅵ 地方
自動車型

0.397 -0.610 0.666 -0.083 0.844 -0.223 0.447 17

サンプル
数

生活圏類型

主成分軸

 

 

表-3 非縮退生活圏類型化結果 

B-1. B-2. B-3. B-4. B-5. B-6. B-7. B-8.

中心
活発軸

他地域
活用軸

自地域
完結軸

非自動車
軸

経年
減少軸

施設増加
徒歩軸

少疎軸
他地域
業務軸

ⅰ 都心部
他地域移動型

-0.099 0.272 -0.054 0.401 0.072 0.761 -0.006 0.171 82

ⅱ 他地域
自動車型

-0.539 0.107 -0.272 -1.053 -0.175 -0.334 0.312 -0.003 93

ⅲ 公共交通
他地域移動型

-0.232 0.137 -0.560 1.175 1.077 -1.251 -0.822 -0.520 58

ⅳ 自地域
公共交通型

0.588 -0.043 -0.155 0.606 -0.442 0.478 0.945 -0.488 50

ⅴ 自地域
自動車型

0.559 -0.340 0.982 -1.680 0.962 -0.287 -0.492 -0.486 31

ⅵ 自地域
生活型

1.200 -0.431 0.918 0.196 0.133 0.122 -0.071 0.556 55

ⅶ
非移動型 -0.642 -0.058 -0.172 0.124 -1.048 0.304 -0.139 0.396 64

サンプル
数

主成分軸

生活圏類型

 

 

2) 表-3においては，「ⅳ自地域公共交通型」「ⅴ自

地域自動車型」「ⅵ自地域生活型」の一人当たり

内々トリップ数の平均値が経年的に増加傾向にあ

る．その中でも「ⅴ自地域自動車型」の増加率の

平均が最も高く，1988-2008年で約1.29，2008年時点

での一人当たり内々トリップ数の平均値は約1.47と

なっている． 

 

 

5. トリップ特性から見た退化性能の検討 

 

次に4.(2)で提示した一人当たり内々トリップ数の平均

値が増加している類型生活圏の中でも，最も一人当たり

内々トリップ数が増加した生活圏とその周辺生活圏との

関係性について，その詳細を把握する．「Ⅲ活発縮退

型」「ⅴ自地域自動車型」それぞれにおいて，最も一人

当たり内々トリップ数の増加率が高い生活圏は，埼玉県

熊谷市と神奈川県厚木市に含まれる生活圏となっており，

本章ではそれぞれの生活圏とその周辺部の関係について

その詳細を把握する．それぞれの生活圏とその周辺の類

型化を示した地図を図-1・図-2に示す．以下，それぞれ

の生活圏とその周辺ごとの傾向を記載する． 

1) 図-1において，熊谷市周辺においてその多くは非

縮退生活圏となっている．ただし，隣接している

生活圏との目的別一人当たり発生・集中トリップ

数を詳細にみると，互いの私用・通勤通学におけ

る一人当たり集中トリップ数を高めている傾向に

あり，その増加割合もほぼ同等（他生活圏一人当

たり集中トリップ数増加率/該当生活圏一人当たり

集中トリップ数増加率≒1.0）である． 

2) 図-2において，該当生活圏に隣接している生活圏

は全て非縮退生活圏であり，地域全体として人

口・都市サービス施設ともに増加傾向にある．そ

のため，隣接している生活圏との一人当たり目的

別発生・集中トリップ数を詳細にみると，その半

数の生活圏間で互いの生活圏を行き交う居住者が

増加したという実態が明らかとなった． 

3) ただし，例えば図-2中の該当生活圏南部に立地す

る平塚市のみと比較すると，私用・通勤通学・業

務いずれの一人当たり集中トリップ数において該

当地区が増加傾向である一方，平塚市の私用・通

勤通学・業務いずれの一人当たり発生トリップ数

も増加傾向，かつ私用・通勤通学・業務いずれの

一人当たり集中トリップ数は減少傾向にある．つ

まり，平塚市の人の動きが該当生活圏に吸収され

ている可能性が有る，ということである．また，

該当生活圏と平塚市以外の生活圏との各種トリッ

プにおいても，該当生活圏の一人当たり集中トリ

ップ数の増加率が他生活圏の一人当たり集中トリ 
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図-1 熊谷市周辺の生活圏分布 
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図-2 厚木市周辺の生活圏分布 
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ップ数の増加率よりもやや大きい傾向（他生活圏

一人当たり集中トリップ数増加率/該当生活圏一人

当たり集中トリップ数増加率≒0.96）にある．なお

平塚市において，本研究で対象とした年次では経

年的に人口・都市サービス施設数ともに増加傾向

にある一方で，空き家率も増加傾向にある． 

 

 

6. 結論 

 

本研究で得られた成果を下記にまとめる． 

1) 生活圏を類型化するにあたり，経年的な都市構造

の変遷において，影響の大きい要因を明らかにす

るために主成分分析を行った．その結果，縮退・

非縮退のいずれの生活圏においても，人口や都市

サービス施設の経年的な変化率の影響だけではな

く，トリップに関する変数も都市構造の変遷を検

討する上で大きな要素の1つであることが明らかに

なった．特に，本研究では縮退生活圏において一

人当たりトリップ数に関する説明変数の影響が大

きい傾向にあった．ただし，上記傾向は都市サー

ビス施設が減少した結果，仕方なく個人の移動回

数が増加した可能性も考えられ，今後追加で分析

を行っていく必要があると考えられる． 

2) 本研究での類型化の結果，縮退・非縮退いずれの

生活圏であっても，一人当たり内々トリップ数の

平均値が経年的に増加している類型が約4割程度存

在する実態が明らかとなった．基本的な日常生活

を営む範囲として設定した単一生活圏において，

一人当たり内々トリップ数という観点からは，そ

の範囲内で持続的に生活することのできる可能性

を高めるように経年的に変化した生活圏が，縮退

の有無にかかわらず存在する可能性は十分にある

と考えられる． 

3) 複数生活圏間における目的別一人当たり発生・集

中トリップ数の経年的変遷を把握した．その結果，

縮退生活圏を中心とした地域においても，人の行

き交いが活発になっている可能性があることが確

認できた．一方非縮退生活圏においては，一方的

に人の流れを吸収している生活圏が存在する．こ

のような生活圏であっても，今後は人口や都市サ

ービス施設の維持が困難になる可能性は十分に考

えられる．人口減少期においては，自生活圏のみ

で持続的に活動できるように自らの変化させてい

くだけではなく，不足している機能等を周辺地域

全体で補完し合うことができるようにその構造を

変化させていく，という「退化性能」の観点から

も都市計画を検討する必要があることが改めて確

認できた． 

なお先述の通り，仕方なく個人の移動回数が増加した

可能性も考えられ，個人の移動する目的や理由なども踏

まえ，今後追加で分析を行っていく必要がある．また本

研究では，生活圏単位での各種トリップに着目した分析

にとどまっており，今後よりミクロな単位（個人単体な

ど）における移動実態を踏まえた分析を行う必要がある．

さらに，個人が日常生活を送る上では，移動以外にも多

くの活動が行われている．今後は縮退のような都市構造

の変化が移動以外の個人の活動にどのような影響を与え

る可能性があるか，把握する必要がある．  
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